
○学校法⼈武蔵野美術⼤学特定個⼈情報保護規則 
 
第 1 章 総則 
 
(⽬的) 
第 1 条 この規則は、「⾏政⼿続における特定の個⼈を識別するための番号の利⽤等に関す 

る法律(平成 25 年 5 ⽉ 31 ⽇法律第 27 号、以下「マイナンバー法」という。)」、「個⼈情 
報の保護に関する法律」(平成 15 年 5 ⽉ 30 ⽇法律第 57 号)及び「特定個⼈情報の適正な 
取扱いに関するガイドライン(事業者編)」に基づき、学校法⼈武蔵野美術⼤学(以下「本 
学」という。)における個⼈番号及び特定個⼈情報の取扱いについて定めることを⽬的と 
する。 

 
(定義) 
第 2 条 この規則において、各⽤語の定義は次のとおりとする。 

(1) 教職員等とは、本学に勤務する役員、教職員及び本学に⼈的役務の提供をする者を 
いう。 

(2) 個⼈情報とは、本学個⼈情報保護規則第 2 条第 1 項で規定するものをいう。 
(3) 個⼈番号とは、住⺠票コードを変換して得られる番号であって、当該住⺠票コード 

が記載された住⺠票に係る者を識別するために指定されるものをいう。 
(4) 通知カードとは、市区町村⻑から通知された⼗⼆桁の個⼈番号記載のカードをいう。 
(5) 個⼈番号カードとは、通知カードに記載された⼗⼆桁の個⼈番号及び本⼈の写真が 

表⽰されたカードをいう。 
(6) 特定個⼈情報等とは、個⼈番号をその内容に含む個⼈情報をいう。 
(7) 事務担当者とは、個⼈番号利⽤事務を担当する者をいう。 
(8) 学外事務担当者とは、個⼈番号利⽤事務の全部⼜は⼀部を学外に業務委託した委託 

先の最⾼責任者の指揮監督の下に当該業務を⾏う事務担当者をいう。 
 
(特定個⼈情報等基本⽅針) 
第 3 条 本学における特定個⼈情報等の適正な取扱いを確保するため、次の事項を含む特 

定個⼈情報等の適正な取扱いに関する基本⽅針(以下「基本⽅針」という。)を定める。 
(1) 特定個⼈情報等の取扱いの範囲、体制に関する事項 
(2) 関係法令及びガイドライン等の遵守に関する事項 
(3) 安全管理措置に関する事項 
(4) 質問及び苦情処理の窓⼝に関する事項 

2 前項の基本⽅針は、教職員等に周知する。 
 



 
(適⽤) 
第 4 条 この規則は、事務担当者及び学外事務担当者に適⽤する。 
2 この規則は、本学が取り扱う特定個⼈情報等を対象とする。 
 
第 2 章 管理体制 
 
(個⼈番号関係事務) 
第 5 条 本学における個⼈番号関係事務は、⾏政機関に提出する⽂書に教職員等の個⼈番 

号を記載して⾏う次に掲げる⽂書に限定する。 
(1) 教職員等に係る源泉徴収事務、社会保険関係事務及び労働保険関係事務 
(2) 教職員等の配偶者に係る国⺠年⾦の第 3 号被保険者の届出事務 
(3) 教職員等に係る住⺠税に関する事務 
(4) 教職員等に係る勤労者財形形成貯蓄制度の取引に関する法定書類の作成・提供事務 
(5) 業務委託契約等に基づく年末調整事務 
(6) 教職員等以外の個⼈に係る、報酬・料⾦等の⽀払調書作成事務、労働者災害補償保 

険法に基づく請求に関する事務、不動産の使⽤料等の⽀払調書作成事務、不動産等の 
譲り受けの対価の⽀払調書作成事務 

(7) 前各号に付随して⾏う事務 
 
(特定個⼈情報保護責任者) 
第 6 条 本学における特定個⼈情報等の取扱いに関して総括的な責任を有する特定個⼈情 

報保護責任者は総務グループ⻑とする。 
2 特定個⼈情報保護責任者は、次の各号に掲げる事項その他本学における特定個⼈情報等 

に関する全ての権限と責務を有する。 
(1) 第 3 条に規定する基本⽅針の策定及び教職員等への周知 
(2) 本規則に基づき特定個⼈情報等の取扱いを管理する上で必要とされる事案の策定・ 
実施 

(3) 特定個⼈情報等の取扱いに関する安全対策の策定・実施 
(4) 特定個⼈情報等の適正な取扱いの維持・推進等を⽬的とした諸施策の策定・実施 
(5) 事故発⽣時の対応策の策定・対応 

 
(事務取扱担当部⾨) 
第 7 条 本学は、総務グループ総務チーム、経理チーム及び⼈事グループ⼈事チームに事
務担当者を置くものとする。 
 



(事務担当者の特定) 
第 8 条 本学における特定個⼈情報等を取り扱う事務担当者は、前条に規定する部⾨ごと 

に第 5 条に規定する事務を⾏う者とする。 
2 前項において個⼈番号利⽤事務を業務委託した場合は、学外事務担当者とする。 
 
(特定個⼈情報ファイルの作成及び管理) 
第 9条 事務担当者及び学外事務担当者は、第 5 条に規定する事務を処理するために、第 7 

条に規定する部⾨ごとに特定個⼈情報ファイルを作成する。 
2 特定個⼈情報等を取り扱う機器等及び特定個⼈情報ファイルを管理するキャビネット 

等には、第 17 条第 2 項に規定する施錠等の安全管理措置を講ずることとする。 
3 特定個⼈情報等を取り扱う情報システム及び機器等は適切に管理し、利⽤権限のない者 

に使⽤させてはならない。 
4 事務担当者及び学外事務担当者は、特定個⼈情報等の取扱状況を明確にするため、執務 

記録簿を作成し、適宜記録する。 
 
(特定個⼈情報等の取扱状況の確認) 
第 10 条 特定個⼈情報保護責任者は、本学における特定個⼈情報等の取扱いが関係法令及 

びこの規則等に基づき適正に運⽤されていることを定期的に確認する。 
2 特定個⼈情報保護責任者は、執務記録簿の内容を定期的に確認する。 
 
(体制の⾒直し) 
第 11 条 本学は、必要に応じて特定個⼈情報等の取扱いに係る安全対策に関する諸施策に 

ついて⾒直しを⾏い、改善を図るものとする。 
 
(苦情等への対応) 
第 12 条 本学における特定個⼈情報等の取扱いに関する苦情等があつたときは、これに適 
切に対応する。 

2 特定個⼈情報保護責任者は、前項の⽬的を達成するために必要な体制の整備を⾏うもの 
とする。 

 
第 3 章 個⼈番号の取得、利⽤等 
 
(個⼈番号の取得、提供の求め) 
第 13 条 事務担当者は、第 5 条に規定する事務を処理するため必要がある場合に限り、関 

係者に対して個⼈番号の通知カード⼜は個⼈番号カードの提⽰を求めるものとする。 
2 個⼈番号の提⽰を求めても提⽰を受けられない場合は、個⼈番号の提⽰の必要性を⼗分 



説明し、応じてもらうよう努める。 
3 個⼈番号の提⽰を求める時期は、原則として個⼈番号を取り扱う事務が発⽣したときと 

する。ただし、個⼈番号を取り扱う事務が発⽣することが明らかなときは、事前に個⼈番 
号の提⽰を求めることができる。 

 
(本⼈確認) 
第 14 条 本学は、マイナンバー法第 16 条に規定する各⽅法により、教職員等の個⼈番号 

の確認及び⾝元確認を⾏うものとする。また、代理⼈については、同条に規定する各⽅法 
により、代理⼈の⾝元確認、代理権の確認及び本⼈の個⼈番号の確認を⾏うものとする。 

 
(本⼈確認書類の返納) 
第 15 条 事務担当者及び学外事務担当者は、前条により提出された本⼈確認書類により速 
やかに確認を⾏った後、原本の場合は直ちに本⼈⼜は代理⼈に返納し、コピーの場合は焼 
却、溶解⼜は再⽣不可能なシュレッダー等により廃棄する。 

 
(個⼈番号の利⽤) 
第 16 条 個⼈番号利⽤にあたっては、誤記⼊のないよう細⼼の注意を払う。 
2 事務担当者及び学外事務担当者は、第 5 条に規定する事務を処理するために必要な範囲 

に限り、個⼈番号を利⽤する。 
なお、たとえ本⼈の同意があつたとしても、利⽤⽬的を超えて個⼈番号を利⽤してはなら 
ない。 

 
第 4 章 特定個⼈情報等の保管、管理等 
 
(特定個⼈情報等の保管) 
第 17 条 本学は、第 5 条に規定する事務が終了するまでの間、特定個⼈情報等を保管する。 

ただし、所管法令等により保存期間が定められているものについては、当該期間を経過す 
るまでの間、特定個⼈情報等を保管する。 

2 特定個⼈情報等を取り扱う機器、磁気媒体等及び書類等は、特定個⼈情報等の漏えい、 
滅失⼜は毀損の防⽌その他の安全管理の確保のため、次に掲げる⽅法により保管⼜は管 
理する。 
(1) 特定個⼈情報等を取り扱う機器は、施錠できるキャビネット等に保管するか、⼜は 
盗難防⽌⽤のセキュリティワイヤー等により固定する。 

(2) 特定個⼈情報等を含む書類及び磁気媒体等は、施錠できるキャビネット等に保管す 
る。 

(3) 特定個⼈情報ファイルは、パスワードを付与する等の保護措置を講じた上でこれを 



保存し、当該パスワードを適切に管理する。 
(4) 特定個⼈情報等を含む書類であって、法定保存期間を有するものは、期間経過後速 
やかに廃棄する。廃棄は焼却、溶解⼜は再⽣不可能なシュレッダー等による。 

3 特定個⼈情報等を含む書類⼜は特定個⼈情報ファイルを法定保存期間経過後も引き続 
き保管するときは、個⼈番号に係る部分をマスキング⼜は消去した上で保管する。 

 
(情報システムの管理) 
第 18 条 本学の情報システムにおいて特定個⼈情報等を取り扱うときは、次に掲げる⽅法 

により管理する。 
(1) 特定個⼈情報ファイルを取り扱う情報システムを使⽤できる者を事務担当者及び学 

外事務担当者に限定する。 
(2) 事務担当者及び学外事務担当者が、情報システムを取り扱う上で、正当なアクセス 
権を有する者であることを確認するため、ユーザーID、パスワード等により認証す 
る。 

(3) 情報システムを外部からの不正アクセス⼜は不正ソフトウェアから保護するため、 
情報システム及び機器にセキュリティ対策ソフトウェア等を導⼊する。 

 
(特定個⼈情報等の持ち出し等) 
第 19条 本学において保有する特定個⼈情報等を含む書類等を持ち出すときは、次に掲げ 

る⽅法により管理する。 
(1) 特定個⼈情報等を含む書類を持ち出すときは、外部から容易に閲覧されないよう封 
筒に⼊れ密封する等の措置を講ずる。 

(2) 特定個⼈情報等を含む書類を郵送等により発送するときは、簡易書留等の追跡可能 
な移送⼿段等を利⽤する。 

(3) 特定個⼈情報ファイルを磁気媒体等⼜は機器にて持ち出すときは、ファイルへのパ 
スワードの付与等⼜はパスワードを付与できる機器の利⽤等の措置を講ずる。 

 
第 5 章 特定個⼈情報等の提供 
 
(特定個⼈情報等の提供) 
第 20 条 本学にて保有する特定個⼈情報等の提供は、第 5 条に規定する事務に限る。 
2 ⼈の⽣命、⾝体⼜は財産の保護のために必要がある場合、本⼈の同意があるとき⼜は本 

⼈の同意を得ることが困難であるときは、前項の規定にかかわらず本学で保有している 
特定個⼈情報等を提供することができる。 

 
(特定個⼈情報等の開⽰、訂正) 



第 21 条 本学で保有する特定個⼈情報等については、適法かつ合理的な範囲に限り開⽰す 
ることとし、本⼈より特定個⼈情報等の訂正の申出があつたときは、速やかに対応する。 

(第三者提供の停⽌) 
第 22 条 特定個⼈情報等が違法に第三者に提供されていることを知った場合、直ちに特定 

個⼈情報等の保管、管理に必要な措置を取らなければならない。 
 
第 6 章 外部委託 
 
(委託先への監督) 
第 23 条 本学の教職員等に係る個⼈番号利⽤事務の全部⼜は⼀部を外部業者に委託すると 

きは、委託先において安全管理が図られるよう、必要かつ適切な監督を⾏うこととする。 
2 前項において、委託先に対して次に掲げる事項を実施する。 

(1) 委託先の選定にあたっては、委託先における特定個⼈情報等の保護体制が⼗分であ 
ることを確認する。 

(2) 委託先との間で次の事項等を記載した契約を締結する。 
ア 特定個⼈情報等に関する秘密保持義務 
イ 特定個⼈情報等の適正な保管管理義務 
ウ 事務所内からの特定個⼈情報等の持ち出しの禁⽌ 
エ 特定個⼈情報等の⽬的外利⽤の禁⽌ 
オ 漏えい事案等が発⽣した場合の委託先の責任 
カ 委託契約終了後の特定個⼈情報等の返却⼜は廃棄 
キ 特定個⼈情報取扱者に対する監督・教育 
ク 契約内容の遵守状況についての報告 
ケ その他重要事項 

3 委託先が本学の許諾を得て他の者に業務の全部⼜は⼀部を再委託するときには、再委託 
先の監督については、前 2 項の規定を準⽤する。 

 
第 7 章 廃棄、消去 
 
(特定個⼈情報等の廃棄、消去) 
第 24 条 第 17 条第 1 項に規定する保管期間を経過した書類等については、次の通り速や 

かに廃棄する。 
(1) 特定個⼈情報等を含む書類は、焼却⼜は溶解等の復元不可能な⽅法により廃棄する。 
(2) 特定個⼈情報ファイルは、完全削除ソフトウェア等により完全に消去する。 
(3) 特定個⼈情報等を含む磁気媒体等は、破壊等により廃棄する。 

 



 
(廃棄の記録) 
第 25 条 本学は、特定個⼈情報等を含む書類等を廃棄⼜は消去したときは、廃棄等を証明 

する記録等を保存する。 
 
第 8 章 その他 
 
(所管官庁等への報告) 
第 26 条 特定個⼈情報保護責任者は、特定個⼈情報等の漏えいの事実⼜は漏えいのおそれ 

を把握した場合には直ちに理事⻑に報告し、理事⻑は特定個⼈情報保護委員会及び所管 
官庁に報告するものとする。 

 
(罰則) 
第 27 条 本学は、本規則に違反した教職員等に対して本学服務規則に基づき処分を⾏い、 

その他の者に対しては、契約⼜は法令に照らして処分を決定する。 
 
(改廃) 
第 28 条 この規則の改廃は、理事会が決定する。 
 
附 則 
（略） 
この規則は、令和 6 年 6 ⽉ 1 ⽇から施⾏する。 


